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1. 法人の長によるメッセージ  

  

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（量研/QST）は、国立研究開発法人放射線医学総合

研究所に、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（原子力機構）の一部業務を移管・統合し、

新たに量子科学技術と放射線医学の推進を担う研究開発法人として、平成 28年４月１日に発足し

ました。 

 

量研/QSTは、「第５期科学技術基本計画（平成 28年１月 22日閣議決定）」、「健康・医療戦略（令

和２年３月 27 日閣議決定）」等の国の政策を踏まえて研究開発業務を行うとともに、「災害対策基

本法（昭和 36 年法律第 223 号）」及び「武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和

と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（平成 15年法律第 79号）」に基づく指定公共

機関として、さらに「原子力規制委員会における安全研究の基本方針（平成 28年７月６日原子力

規制委員会）」に基づく技術支援機関として原子力災害対策・放射線防護及び高度被ばく医療に係

る研究等の業務を行う役割を担っております。 

 

第１期中長期目標期間の４年目である令和元年度においては、４月１日に大幅な組織改革を実

施し、｢QST ver.２｣として再始動いたしました。｢QST ver.２｣の中核をなす｢量子生命科学研究｣

は、｢量子技術イノベーション戦略｣（統合イノベーション戦略推進会議）において、量子融合イノ

ベーション領域に位置付けられ、医学をはじめ幅広い分野でイノベーションをもたらす学術領域

として注目度が高まっています。量研/QST においては、量子生命科学領域を新設し当該分野の研

究を主導して加速させるとともに、国内外の研究者及び産業界の人材・技術などを集結させる拠

点の形成に取り組んでいます。また、令和２年１月には国際熱核融合実験炉 ITER の主要部品であ

る超伝導トロイダル磁場コイルの初号機を世界に先駆けて完成させるとともに、３月末には、先

進核融合実験装置 JT-60SA の組立を完了させるなど、大きなマイルストーンを達成したことによ

り、人類究極のエネルギーである核融合エネルギーの実現に向けて大きく前進したところです。 

 

今後も量研/QST は、これまでのノウハウ・知見を活用するとともに、全国５研究所にある放射

線医学、量子ビームや核融合分野の研究開発力の融合を進めるなどして、｢量子生命科学｣｢量子医

学・医療｣｢量子材料・物質科学｣｢量子エネルギー理工学｣等の「量子科学技術」分野を開拓し、こ

れらの分野で世界を先導する “世界の QST”を目指してまいります。また、得られた成果を広く

社会に還元するため、産学官連携活動や広報活動を精力的に実施するとともに、量研/QST 職員全

員の多様性を尊重し、その力を発揮するために、ダイバーシティの推進や働き方改革に努めてま

いります。 

量研/QST は、引き続き、量子科学技術による世界中の人々との協働を介した新たな知の創造、

異文化理解・尊重を育み、「調和ある多様性の創造」を推進し、平和で心豊かな人類社会の発展に

貢献できるよう取り組んでまいります。 

 

今後とも国民の皆さまのご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 

 理事長  平野 俊夫 
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2. 法人の目的、業務内容 
(1) 法人の目的  

量子科学技術に関する基礎研究及び量子に関する基盤的研究開発並びに放射線の人体へ

の影響、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並びに放射線の医学的利用に関する

研究開発等の業務を総合的に行うことにより、量子科学技術及び放射線に係る医学に関する

科学技術の水準の向上を図ることを目的とする。 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第４条）  

 

(2) 業務内容  

機構は、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第４条の目的を達成するため、

次の業務を行う。 

１）量子科学技術に関する基礎研究及び量子に関する基盤的研究開発を行うこと。 

２）放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並びに放射

線の医学的利用に関する研究開発を行うこと。 

３）前２号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

４）機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発を行う者の共用に供すること。 

５）量子科学技術に関する研究者（放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の

予防、診断及び治療並びに放射線の医学的利用に関する研究者を含む。）を養成し、

及びその資質の向上を図ること。 

６）量子科学技術に関する技術者（放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並び

に放射線の医学的利用に関する技術者を含む。）を養成し、及びその資質の向上を図

ること。 

７）第２号に掲げる業務として行うもののほか、関係行政機関又は地方公共団体の長が

必要と認めて依頼した場合に、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療を行う

こと。 

８）科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成20年法律第63号）第34

条の６第１項の規定による出資並びに人的及び技術的援助のうち政令で定めるものを

行うこと。 

９）前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第16条） 
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  3. 政策体系における法人の位置付け及び役割(ミッション) 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (中長期目標より抜粋) 

 

   本項については第４項｢中長期目標｣も御覧ください。 
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 4. 中長期目標 

   (1) 概要 

    （文部科学省及び原子力規制委員会第1期中長期目標 平成28年4月1日～令和5年3月31日） 

当法人は、国立研究開発法人放射線医学総合研究所（放医研）に国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構の量子ビーム部門及び核融合部門が移管・統合され、平成28年度に発

足いたしました。量子科学技術は原子を構成する微細な粒子及び光子等のふるまい及び影

響に関する科学及びこれを応用した技術であり、光・量子技術をはじめ、量子ビーム照射

による新機能材料開発や新品種の突然変異育種、さらには重粒子線がん治療や放射性核種

による診断・治療等の医学利用など、ナノテクノロジー、ライフサイエンス、医療等の多

様な分野において広がりを持つとともに、産業技術としての利用を含めてイノベーション

を支える基盤としての重要性が近年急速に高まっています。量研/QSTは、この量子科学技

術を一体的、総合的に推進していきます。また、量研/QSTは、放射線に関する専門的研究

機関として、これまで放医研が担ってきた放射線影響・被ばく医療研究や原子力防災にお

ける中核機関など原子力災害発生時の対応をはじめとする社会的に重要な役割を引き続き

担ってまいります。 

 

詳細につきましては中長期目標を御覧ください。 

 

(2) 一定の事業等のまとまりごとの目標（※） 

     当法人は、中長期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント

情報を開示しています。 
具体的な区分名は、以下のとおりです。 

ⅰ 量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発 
ⅱ 放射線の革新的医学利用等のための研究開発 
ⅲ 放射線影響・被ばく医療研究 
ⅳ 量子ビームの応用に関する研究開発 
ⅴ 核融合に関する研究開発 
ⅵ 研究開発成果の普及活用、国際協力や産学官連携の推進及び公的研究機関として担う 

べき機能 
ⅶ 法人共通 
 
（※）令和２年３月５日付で中長期目標の変更指示がありました。変更内容は令和２年度

以降に係る内容のため、上記については変更前の内容となります。 
  

https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/16269.pdf
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 5. 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 
○基本理念 

量子科学技術による「調和ある多様性の創造」により、平和で心豊かな人類社会の発展に貢

献します 

 

○行動規範 

【機構の目標】 

放射線医学、量子ビームや核融合分野で培った研究開発能力を生かし、世界トップクラスの

量子科学技術研究開発プラットフォームを構築します 

【グローバルな視野】 

国内外の機関との交流を深め、幅広い視野をもって職務にあたります 

【多様性の尊重】 

組織の枠を超えて、多様な人々との自由闊達な議論を大切にし、交流・協働を推進します 

【遵法意識と倫理観】 

法令を遵守し、高い倫理観を持って行動します 

【安全重視】 

安全を最優先に、社会から信頼される研究開発機関をめざします 

【地球環境保全】 

エネルギーの節約や環境負荷の低減にとりくみ、地球環境保全に努めます 

【広聴広報】 

国民の声に耳を傾け、広く情報を発信します 

 

○「QST未来戦略2016」 

「QST未来戦略2016」は、量研/QSTが国立研究開発法人としての役割を果たしつつ、中長期的な

視野に立ったうえで、世界の量研/QSTとして輝ける存在になるために、そして我が国の発展や

人類社会に対する最大限の貢献が実現できるように、目指すべき方向性とそのための戦略をま

とめたものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    詳細につきましては「QST未来戦略 2016」を御覧ください。 

  

https://www.qst.go.jp/site/welcome/1299.html
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 6. 中長期計画 

量研/QSTにおいては、中長期目標を達成するための中長期計画を作成しています。 

中長期計画の概要は以下のとおりです。 

詳細につきましては中長期計画（※）を御覧ください。 

（※）令和２年３月31日付で中長期計画の変更が認可されました。下記一覧は変更前の内容と

なります。 

 

中長期計画 

Ⅰ.研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

1.量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発 

(1)量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発 

(2)放射線の革新的医学利用等のための研究開発 

(3)放射線影響・被ばく医療研究 

(4)量子ビームの応用に関する研究開発 

(最先端量子ビーム技術開発と量子ビーム科学研究) 

(5)核融合に関する研究開発 

2.研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進 

3.国際協力や産学官の連携による研究開発の推進 

4.公的研究機関として担うべき機能 

(1)原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能 

(2)福島復興再生への貢献 

(3)人材育成業務 

(4)施設及び設備等の活用促進 

(5)官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 

Ⅱ.業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき事項 

 1.効果的、効率的なマネジメント体制の確立 

 2.業務の合理化・効率化 

 3.人件費管理の適正化 

 4.情報公開に関する事項 

Ⅲ.予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

1.予算、収支計画及び資金計画 

 2.短期借入金の限度額 

 3.不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分

に関する計画 

 4.前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとすると 

きは、その計画 

 5.剰余金の使途 

Ⅳ.その他業務運営に関する重要事項 

 1.施設及び設備に関する計画 

 2.国際約束の誠実な履行に関する事項 

 3.人事に関する計画 

 4.中長期目標期間を超える債務負担 

 5.積立金の使途 

 

  

https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/16359.pdf
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 7. 年度計画 

量研/QSTは、中長期計画に基づき年度計画を作成しています。 

令和元年度計画の概要は以下のとおりです。 

詳細につきましては令和元年度計画を御覧ください。 

 

年度計画 

Ⅰ.研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

1.量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発 

(1)量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発 

1)拠点横断的研究開発 

2)その他の萌芽的・創成的研究開発 

(2)放射線の革新的医学利用等のための研究開発 

1)光・量子イメージング技術を用いた疾患診断研究 

2)放射性薬剤を用いた次世代がん治療研究 

   3)重粒子線を用いたがん治療研究 

  (3)放射線影響・被ばく医療研究 

   1)放射線影響研究 

   2)被ばく医療研究 

  (4)量子ビームの応用に関する研究開発 

(最先端量子ビーム技術開発と量子ビーム科学研究) 

  (5)核融合に関する研究開発 

   1)ITER計画の推進 

   2)幅広いアプローチ活動を活用して進める先進プラズマ研究開発 

   3)幅広いアプローチ活動等による核融合理工学研究開発 

 2.研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進 

 3.国際協力や産学官の連携による研究開発の推進 

  (1)産学官との連携 

  (2)国際展開・国際連携 

 4.公的研究機関として担うべき機能 

  (1)原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能 

  (2)福島復興再生への貢献 

  (3)人材育成業務 

  (4)施設及び設備等の活用促進 

  (5)官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 

Ⅱ.業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 1.効率的、効果的なマネジメント体制の確立 

  (1)柔軟かつ効果的な組織運営 

  (2)内部統制の充実・強化 

  (3)研究組織間の連携、研究開発評価等による研究開発成果の最大化 

  (4)情報技術の活用等 

 2.業務の合理化・効率化 

  (1)経費の合理化・効率化 

  (2)契約の適正化 

 3.人件費管理の適正化 

 4.情報公開に関する事項 

(次のページへ続く) 

  

https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/10747.pdf
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Ⅲ.予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 1.予算、収支計画及び資金計画 

(1)予算 

    (2)収支計画 

  (3)資金計画 

  (4)自己収入の確保 

 2.短期借入金の限度額 

 3.不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に 

関する計画 

 4.前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするとき

は、その計画 

 5.剰余金の使途 

Ⅳ.その他の業務運営に関する重要事項 

 1.施設及び設備に関する計画 

 2.国際約束の誠実な履行に関する事項 

 3.人事に関する計画 

  4.中長期目標期間を超える債務負担 

 5.積立金の使途 
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 8. 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

   (1) ガバナンスの状況 

      ① 主務大臣 

           量研/QSTの役員及び職員並びに財務及び会計その他管理業務に関する事項について

は、主務大臣は文部科学大臣となっておりますが、放射線の人体への影響並びに放射線

による人体の障害の予防、診断及び治療に係るものに関する事項については、文部科学

大臣及び原子力規制委員会の共管となっております。 

   ② ガバナンス体制図 

      ガバナンスの体制は次のとおりです。 

    

   内部統制システムの整備の詳細につきましては業務方法書を御覧ください。 

 

    (2) 役員等の状況 

    ① 役員の状況 

     機構に、役員として、その長である理事長及び監事２人を置く。 

       機構に、役員として、理事３人以内を置くことができる。 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第８条） 

 
   （平成 31年４月１日～令和２年３月 31日） 

役職 氏 名 任  期 主 要 経 歴 

理事長 平野 俊夫 平成 28年４

月１日 

～ 

令和５年３月

31日 

昭和 47年３月 大阪大学医学部卒業 

昭和 48年６月 米国国立衛生研究所（NIH）留学 

平成元年 11月 大阪大学教授（医学部） 

平成 16年４月 大阪大学大学院生命機能研究科長 

平成 20年４月  大阪大学大学院医学系研究科長・医学

部長 

平成 23年８月 大阪大学総長 

平成 23年 10月 日本学術会議会員 

平成 24年３月 総合科学技術会議議員 

平成 27年９月 大阪大学名誉教授 

平成 28年４月 国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構理事長 

理事 野田 耕司 平成 31年４

月１日 

～ 

令和４年３月

31日 

昭和 56年４月 株式会社日本製鋼所 

平成元年 10月 放射線医学総合研究所採用 

平成 18年４月 独立行政法人放射線医学総合研究所次

世代照射システム研究グループリーダー 

https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/11206.pdf
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平成 21年４月 同 重粒子医科学センター物理工学部

長 

平成 28年４月 国立研究開発法人量子科学技術研究開 

発機構放射線医学総合研究所加速器工  

学部長 

平成 28年 10月 同 放射線医学総合研究所長 

平成 31年４月 国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構理事 

理事 田島 保英 平成 30年４

月１日 

～ 

令和２年３月

31日 

昭和 51年４月 日本原子力研究所採用 

平成 15年 10月 同 業務部長 

平成 16年４月 同 総務部長 

平成 17年 10月 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

産学連携推進部長 

平成 20年４月 同 核融合研究開発部門副部門長 

平成 23年４月 同 経営企画部長 

平成 26年４月 同 戦略企画室長 

平成 27年４月 国立研究開発法人日本原子力研究開発 

機構理事 

平成 28年４月 国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構理事 

理事 板倉 康洋 平成 30年４

月１日 

～ 

令和２年３月

30日 

昭和 62年４月 科学技術庁採用 

平成 19年４月 文部科学省研究開発局原子力研究開発

課長 

平成 24年１月 同 研究振興局ライフサイエンス課長 

平成 26年１月 同 研究振興局振興企画課長 

平成 27年４月 国立研究開発法人日本医療研究開発機

構経営企画部長 

平成 28年６月 文部科学省大臣官房審議官（研究振興

局担当） 

平成 30年４月 国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構理事 

監事 山口 敏 平成 29年４

月１日 

～ 

令和元年９月

30日 

昭和 59年４月 文部省採用 

平成 22年７月 文部科学省スポーツ・青少年局企画・

体育課長 

平成 23年４月 同 スポーツ・青少年局スポーツ・青

少年企画課長 

平成 23年９月 同 スポーツ・青少年局スポーツ・青

少年総括官 

平成 25年４月 国立大学法人東京工業大学事務局長・

副学長 

平成 27年４月 国立研究開発法人物質・材料研究機構

審議役 

平成 28年４月 国立大学法人横浜国立大学理事 

平成 29年４月 国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構監事 

 神代 浩 令和元年 10

月１日 

～ 

令和４年度財

務諸表承認日 

昭和 61年４月 文部省採用 

平成 19年 10月 文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

長 

平成 21年７月 同 生涯学習政策局社会教育課長 
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平成 22年７月 国立教育政策研究所教育課程研究セン

ター長 

平成 24年８月 文部科学省初等中等教育局国際教育課 

        長 

平成 26年２月 文化庁文化財部伝統文化課長 

平成 27年８月 文部科学省科学技術・学術政策局科学 

技術・学術総括官 

平成 29年４月 東京国立近代美術館長 

令和元年 10月 国立研究開発法人量子科学技術研究開 

発機構監事 

監事 

（非常

勤） 

西川 修 平成 28年８

月１日 

～ 

令和４年度財

務諸表承認日 

昭和 50年４月 帝人株式会社採用 

平成 23年６月  同 取締役専務執行役員 CSRO兼 CIO 

平成 24年６月 同 代表取締役専務執行役員 CSRO 

平成 27年４月 同 取締役 

平成 27年６月 同 顧問 

平成 28年８月 国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構監事 

 

    ② 会計監査人の氏名または名称 

      有限責任あずさ監査法人 

 

(3) 職員の状況 

  常勤職員は令和元年度末現在1,287人（前期比31人増加、2.5%増加）であり、平均年齢

は45.6歳（前期末45.2歳）となっている。このうち、国等からの出向者は21人、民間か

らの出向者は25人、令和２年３月31日退職者は95人である。 

 

    (4) 重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要な施設等 

研究臨床用 PET/CT装置  （取得価格 718百万円） 

７テスラ MRI装置   （取得価格 619百万円） 

重粒子線棟空調熱源設備  （取得価格 496百万円） 

表面欠陥評価装置   （取得価格 216百万円） 

IFMIF/EVEDA原型加速器 RFQ冷却水温度安定化用配管（取得価格 87百万円） 

 

② 当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

サテライトトカマク（JT-60SA） （当期増加額 3,633百万円） 

蓄積リング（次世代放射光施設） （当期増加額 2,492百万円） 

 

③ 当事業年度中に処分した主要な施設等 

核医学診断装置用 PET/CT装置 （取得価格 344百万円） 

MRI 検査装置   （取得価格 83百万円） 
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    (5) 純資産の状況 

① 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

           

（単位：百万円）

政府出資金 87,076     -          -          87,076     

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

資本金合計 87,076     -          -          87,076      
 
         ② 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

目的積立金の申請はしておりません。  
前中長期目標期間繰越積立金取崩額 195,178円は、前中期目標期間に自己収入により

購入した固定資産の減価償却費及び前払費用に充てるため、取り崩したものです。 
 

(6) 財源の状況 

① 財源の内訳 

（単位：百万円）

その他の収入 3,446      5.8%

合計 59,169     100%

原子力災害対策事業費補助金 14         0.0%

自己収入 3,489      5.9%

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 373        0.6%

次世代放射光施設整備費補助金 3,977      6.7%

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 11,552     19.5%

先進的核融合研究開発費補助金 4,273      7.2%

施設整備費補助金 6,986      11.8%

設備整備費補助金 861        1.5%

区分 金額 構成比率

運営費交付金 24,198     40.9%

 
 

② 自己収入に関する説明 

当法人における自己収入として、臨床医学事業収益、共同施設利用収入などがありま

す。全体の８割を占める臨床医学事業収益は、QST病院において重粒子線治療を行うこ

とにより、2,739百万円の自己収入を得ています。 

 
    (7) 社会及び環境への配慮等の状況 

      量研/QSTは、社会及び環境への配慮の方針として、環境配慮促進法等に基づき、環境基

本方針や環境目標等を定めており、エネルギーの節約や環境負荷の低減に取り組み、地球

環境の保全に努めています。 

 

     ○環境基本方針 

      事業運営に当たっては環境への配慮を優先事項と位置付け、環境保全に関する法令等を

遵守するとともに、安全確保を図りつつ、地球環境の保全に努める。 

      

詳細につきましては、環境報告書を御覧ください。 

 

  

https://www.qst.go.jp/site/about-qst/1316.html
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 9. 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

(1) リスク管理の状況 

      リスク管理方針 

○量子科学技術による「調和ある多様性の創造」により、平和で心豊かな人類社会の発展に貢 

献するため、「事業目的及び中長期目標のよりよい達成を阻害する要因や、望ましくない結 

果をもたらすあらゆる危険性や不確実性」をリスクとして捉え、組織としてその顕在化の防

止や低減等に取り組む。 

○全役職員は、リスク管理意識の醸成に努め、明確な責任体制の下、法令を遵守するとともに、 

円滑なコミュニケーションを促進し、リスクマネジメント活動に取り組む。 

○ヒヤリハット活動を積極的に行うことにより、リスクの未然の防止、再発防止に取り組む。 

 

リスク管理体制 

リスク管理にあたっては、総合リスクマネジメント規程に従い、各リスクを管理する部署等

において各種リスクの特性に応じた適切なリスク管理を行うとともに、機構リスク管理会議等

において各種リスクについて総体的な把握、分類、定義付けを行い、各リスクの管理を計画的、

効果的、有効に実施できるよう統合的に管理を行うことにしています。 

 

 
 

   (2) 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

      理事長を議長とした機構リスク管理会議のほか、研究所長を議長とする各研究所内のリスク

管理会議により、量研/QST 全体が連動してリスクを管理する体制を運用しております。また、

量研/QST としての社会的責任、法令遵守及び情報セキュリティなどに関するリスク管理につい

て研修等も活用して職員の意識の向上を図っています。「リスクレベルに応じた PDCA運用方針」

に従い、リスク対応状況を確認するとともに、特に取り組むべき重点対応リスクの対応計画を

作成し改善等を図っています。 
   令和元年度の取組として、新型感染症の発生・流行をリスクとして捉え、新型コロナウイル

スの流行に伴い、新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、就業上の措置の周知徹底、外国

人の受入れ制限等の対策を実施することで、感染防止に努めました。 
   なお、リスクの評価と対応を含む内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法

書を御覧ください。 
  

https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/11206.pdf
https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/11206.pdf
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 10. 業績の適正な評価の前提情報 

  令和元年度の量研/QST の各業務についての御理解とその評価に資するため、各事業の前提とな

る主な事業スキームを示します。 
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 11. 業務の成果と使用した資源との対比 

  (1) 自己評価 

         各業務（セグメント）毎の具体的な取組結果と行政コストとの関係の概要については次の

とおりです。 
         詳細につきましては業務実績等報告書を御覧ください。 

(単位:百万円) 

 

項目(※1) 評定(※2、3) 行政コスト 

Ⅰ.研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

1.量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発   

(1) 量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発 

（うち量子生命科学研究に係る事項） 

（うち量子生命科学研究以外に係る事項） 

 

A 

  

1,787 a 

a 

(2)放射線の革新的医学利用等のための研究開発 A 11,376 

(3)放射線影響・被ばく医療研究 A 2,691 

(4)量子ビームの応用に関する研究開発 A 10,427 

(5)核融合に関する研究開発 S 59,053 

2.研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進  

 

 

 

 

A 

 

b 

5,464 

3.国際協力や産学官の連携による研究開発の推進 

4.公的研究機関として担うべき機能  

(1) 原子力災害対策・放射線防護等における中核機関として 

の機能 

 

a 

(2)福島復興再生への貢献 a 

(3)人材育成業務 a 

(4)施設及び設備等の活用促進 b 

(5)官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の 

整備等 

 

b 

Ⅱ.業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき事項 

 1.効果的、効率的なマネジメント体制の確立  

 

B 

 

 2.業務の合理化・効率化 

 3.人件費管理の適正化 

 4.情報公開に関する事項 

Ⅲ.予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

1.予算、収支計画及び資金計画  

 

 

B 

 

 2.短期借入金の限度額 

 3.不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある

場合には、その処分に関する計画 

 4.前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保 

に供しようとするときは、その計画 

 5.剰余金の使途 

Ⅳ.その他業務運営に関する重要事項 

 1.施設及び設備に関する計画  

 

B 

 

 2.国際約束の誠実な履行に関する事項 

 3.人事に関する計画 

 4.中長期目標期間を超える債務負担 

 5.積立金の使途 

法人共通 3,163 

合計 93,962 

https://www.qst.go.jp/site/about-qst/1316.html
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 (※1)当法人では表中Ⅰ.1.(1)から(5)のそれぞれの事業及びⅠ.2.から 4.までの事業が一定 

の事業等のまとまりとなっています。 

 

    (※2) 評語の説明 

    ○研究開発に係る事務及び事業 

    S：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運 

営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成 

果の創出の期待等が認められる。 

        A：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運 

営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の 

期待等が認められる。 

        B：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向け 

て成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされてい 

る。 

        C：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適 

正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

        D：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取 

組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又 

は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工 

夫、改善等が求められる。 

      

        ○研究開発に係る事務及び事業以外 

    S: 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成 

果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度 

計画値）の120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

        A: 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認 

められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の120％以上と 

する。）。 

        B: 中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては 

対中長期計画値（又は対年度計画値）の100％以上120％未満）。 

        C：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標において 

は対中長期計画値（又は対年度計画値）の80％以上100％未満）。 

        D：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を 

求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の80％未満、又 

は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると 

認めた場合）。 

 

    (※3) 小文字英字は補助評定となります。 

 

    (2) 当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

 

区分 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

評定（※） A A A - - - - 

 

（※）評語の説明 

 S：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 
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等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運 

営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成 

果の創出の期待等が認められる。 

        A：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運 

営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の 

期待等が認められる。 

        B：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向け 

て成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされてい 

る。 

        C：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組 

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適 

正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

        D：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取 

組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又 

は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工 

夫、改善等が求められる。 
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 12. 予算と決算の対比 

（単位：百万円）

計 45,713     59,940     

次世代放射光施設整備費補助金 952        3,910      (注2)

原子力災害対策事業費補助金 -          14         (注3)

先進的核融合研究開発費補助金 4,323      4,144      

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 373        373        

設備整備費補助金 -          850        (注1)

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 10,297     13,418     (注1)

運営事業費 26,450     30,312     (注6)

施設整備費補助金 3,317      6,920      (注1)

計 45,713     59,169     

支出

自己収入 2,532      3,489      (注4)

その他の収入 911        3,446      (注5)

次世代放射光施設整備費補助金 952        3,977      (注2)

原子力災害対策事業費補助金 -          14         (注3)

先進的核融合研究開発費補助金 4,323      4,273      

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 373        373        

設備整備費補助金 -          861        (注1)

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 9,386      11,552     (注1)

運営費交付金 23,918     24,198     

施設整備費補助金 3,317      6,986      (注1)

区分 予算額 決算額 差額理由

収入

 
 

予算と決算額の差額の説明 

（注1） 前年度からの繰越による増 

（注2） 補正予算による増 

（注3） 追加予算による増 

（注4） その他雑益及び共同研究事業収入等の増 

（注5） 受託収入等の増 

（注6） 自己収入及びその他の収入の増 

 

詳細につきましては、決算報告書を御覧ください。 

 

  

https://www.qst.go.jp/site/about-qst/1316.html
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 13. 要約した財務諸表 

  (1) 貸借対照表 

（単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額

流動資産 99,904     流動負債 100,719    

　　現金及び預金（＊１） 21,222     　　運営費交付金債務 2,545      

　　未成受託研究支出金 21,226     　　預り補助金等 55,164     

　　前渡金 55,408     　　前受金 23,087     

　　その他 2,048      　　その他 19,923     

固定資産 162,891    固定負債 93,529     

　　有形固定資産 149,899    　　資産見返負債 77,405     

　　無形固定資産 869        　　資産除去債務 3,084      

　　その他 12,122     　　その他 13,041     

負債合計 194,248    

純資産の部（＊２）

資本金（政府出資金） 87,076     

資本剰余金 △19,914   

資産合計 262,795    負債純資産合計 262,795    

繰越利益剰余金 1,384      

純資産合計 68,546     

 
 

    (2) 行政コスト計算書 

（単位：百万円）

行政コスト合計 93,962     

　臨時損失（＊４） 13,281     

　法人税、住民税及び事業税（＊５） 1          

その他行政コスト（＊６） 4,057      

金額

損益計算書上の費用 89,904     

　経常費用（＊３） 76,623     
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  (3) 損益計算書 

（単位：百万円）

金額

経常費用（＊３） 76,623     

研究業務費 74,476     

一般管理費 2,129      

財務費用 11         

その他 7          

経常収益 76,707     

運営費交付金収益 21,548     

臨床医学事業収益 2,739      

受託収入 1,108      

補助金等収益 44,584     

資産見返負債戻入 3,907      

その他 2,821      

臨時損失（＊４） 13,281     

臨時利益 14,268     

法人税、住民税及び事業税（＊５） 1          

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 0          

当期総利益（＊７） 1,071      
 

 

  (4) 純資産変動計算書 

（単位：百万円）

68,546     

　その他 -          2,537      -          2,537      

当期末残高（＊２） 87,076     △19,914   1,384      

1,071      

　その他行政コスト（＊６） -          △4,057    -          △4,057    

　当期総利益（＊７） -          -          1,071      

△450      

当期首残高 87,076     △18,393   314        68,997     

当期変動額 -          △1,521    1,071      

純資産合計資本金 資本剰余金 利益剰余金
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  (5) キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

資金期首残高 16,206     

資金期末残高（＊８） 21,222     

財務活動によるキャッシュ・フロー △888      

資金増加額 5,016      

金額

業務活動によるキャッシュ・フロー 9,390      

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,487    

 
 

        （参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

（単位：百万円）

現金及び預金（＊１） 21,222     

金額

資金期末残高（＊８） 21,222     

 
 

        詳細につきましては、財務諸表を御覧ください。 

  

https://www.qst.go.jp/site/about-qst/1316.html
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 14. 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

  (1) 貸借対照表 

当事業年度末における資産は 2,628億円となっています。独立行政法人会計基準の改訂に

伴い退職給付等の引当金見返（131 億円）を計上したことにより増加したものの、調達機器

の製作完了に伴う前渡金の精算減（△344 億円）などにより、前年度末比△４億円となって

います。その主なものは、建物、土地及び建設仮勘定などの有形固定資産や、機器調達に係

る前渡金となっています。 

負債は 1,942億円となっています。その主なものは、資産見返負債、預り補助金等及び受

託研究などの前受金となっています。 

純資産は 685億円となっており、資本金（政府出資金）、資本剰余金及び繰越利益剰余金と

なっています。 

 

    (2) 行政コスト計算書 

当事業年度の行政コストは 940億円となっています。その主なものは、研究業務費などの

経常費用や、承継資産に係る費用相当額などのその他行政コスト 41億円となっています。 

 

  (3) 損益計算書 

経常費用は 766 億円、経常収益は 767 億円であり、当期総利益は 11 億円となっておりま

す。経常費用の主なものは、外部委託費や消耗品費などの研究業務費（745 億円）及び一般

管理費（21 億円）、経常収益の主なものは補助金等収益（446億円）、運営費交付金収益（215

億円）及び臨床医学事業収益（27億円）となっています。 

また、独立行政法人会計基準改訂に伴い、平成 30事業年度以前の発生分である引当金相当

額（133 億円）を臨時損失及び臨時利益に、承継資産の特定に伴う利益（９億円）を臨時利

益に計上しております。 

 

  (4) 純資産変動計算書 

当事業年度の純資産は、固定資産の取得により 25億円増加した一方で、減価償却などのた

め行政コストが 41億円減少した結果、685億円となりました。 

 

  (5) キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローが、前年度比 81億円増加しました。これは、原材料、

商品又はサービスの購入による支出が減少した一方で、運営費交付金収入が 23 億円増加し

たことによります。 
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 15. 内部統制の運用に関する情報 

   理事長が定めた「基本理念と行動規範」を軸に統制環境の充実に努め、規程及びマニュアル

類の必要に応じた見直し、情報の的確な伝達と共有を図っているところです。令和元年９月３

日に内部統制会議を開催し、平成 30年度の内部統制に関する各取組について理事長に報告を行

うとともに、令和元年度に優先的に取り組むべき課題について共有を図りました。内部統制会

議とリスク管理会議を合同で開催することにより、量研/QST 全体の内部統制状況及びリスクマ

ネジメントに対する取組について情報共有を進めることで、内部統制環境の充実・強化を図っ

ています。その他契約監視委員会を２回（令和元年６月 17 日、令和元年 12 月２日）開催した

ところです。 

  
16. 法人の基本情報 

  (1) 沿革 

昭和 32年７月 放射線医学総合研究所発足 

  平成 13年４月 独立行政法人放射線医学総合研究所発足 

  平成 27年４月 国立研究開発法人放射線医学総合研究所へ改称 

  平成 28年４月 国立研究開発法人放射線医学総合研究所に 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の一部を統合し、 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構発足 

 

  (2) 設立に係る根拠法 

      国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法（平成 11年 12月 22日法律第 176号） 

 

  (3) 主務大臣 

     文部科学大臣及び原子力規制委員会 

 

(4) 組織図 
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    (5) 事務所(従たる事務所を含む)の所在地 

【本部】  

〒263-8555 千葉県千葉市稲毛区穴川四丁目９番１号 

 

【研究所】 

・放射線医学総合研究所 

〒263-8555 千葉県千葉市稲毛区穴川四丁目９番１号 

・高崎量子応用研究所 

〒370-1292 群馬県高崎市綿貫町１２３３番地 

・関西光科学研究所 

〒619-0215 京都府木津川市梅美台八丁目１番地７ 

・那珂核融合研究所 

〒311-0193 茨城県那珂市向山８０１番地１ 

・六ヶ所核融合研究所 

〒039-3212 青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字表舘２番地１６６ 
 
  (6) 主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

（特非）千葉大学環境ＩＳＯ学生委員会 関連公益法人

法人の名称 量研との関係

（一社）日本放射線影響学会 関連公益法人

（一社）量子生命科学会 関連公益法人

 
 
         詳細につきましては、附属明細書を御覧ください。 

 

     (7) 主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円）

経常収益 43,783     41,280     58,268     76,707     

当期総利益又は総損失 △329      157        483        1,071      

行政コスト -          -          -          93,962     

経常費用 43,425     41,044     57,785     76,623     

負債 182,297    198,129    194,153    194,248    

純資産 73,784     70,949     68,997     68,546     

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

資産 256,081    269,078    263,150    262,795    

 
  

https://www.qst.go.jp/site/about-qst/1316.html
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   (8) 翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

        詳細につきましては令和２年度計画を御覧ください。 
 

① 予算  
 

 

 
  

（単位：百万円）

萌芽・創
成的研究
開発

量子生命
科学研究
開発

放射線医
学利用研
究開発

放射線影
響・被ばく
医療研究

量子ビー
ム応用研
究開発

核融合研
究開発

研究成
果・外部
連携・公
的研究機
関

法人共通 合計

収入

運営費交付金 325 592 5,569 1,238 4,578 5,980 3,465 2,518 24,264
施設整備費補助金 0 0 0 0 0 631 0 0 631
国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 0 0 0 10,842 0 0 10,842
先進的核融合研究開発費補助金 0 0 0 0 0 4,663 0 0 4,663
高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 23 0 350 0 373
次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 1,358 0 1,358
自己収入 0 0 2,414 0 91 8 19 0 2,532
その他の収入 0 0 0 0 0 1,435 0 0 1,435

計 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099
支出

運営事業費 325 592 7,983 1,238 4,668 5,988 3,484 2,518 26,796
一般管理費 0 0 0 0 217 514 0 2,252 2,983
うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 0 1,058 1,058
うち、物件費 0 0 0 0 0 0 0 1,190 1,190
うち、公租公課 0 0 0 0 217 514 0 4 735

業務経費 292 592 7,889 1,201 4,332 5,260 977 0 20,543
うち、人件費（業務系） 81 294 1,931 416 2,280 2,421 572 0 7,995
うち、物件費 211 298 5,958 785 2,053 2,838 405 0 12,548

退職手当等 33 0 93 37 119 215 113 266 877
戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 0 0 0 0 0 0 2,394 0 2,394

施設整備費補助金 0 0 0 0 0 631 0 0 631
国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 0 0 0 12,277 0 0 12,277
先進的核融合研究開発費補助金 0 0 0 0 0 4,663 0 0 4,663
高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 23 0 350 0 373
次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 1,358 0 1,358

計 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099

令和２年度　予算

※各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

区分

https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/16360.pdf
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② 収支計画 

 

③ 資金計画 

 

 
  

（単位：百万円）

萌芽・創
成的研究
開発

量子生命
科学研究
開発

放射線医
学利用研
究開発

放射線影
響・被ばく
医療研究

量子ビー
ム応用研
究開発

核融合研
究開発

研究成
果・外部
連携・公
的研究機
関

法人共通 合計

325 525 8,169 1,379 4,512 22,758 3,647 2,379 43,694
経常費用 325 525 8,164 1,379 4,512 22,758 3,647 2,379 43,689
一般管理費 0 0 0 0 217 514 0 1,966 2,697
うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 0 1,058 1,058
うち、物件費 0 0 0 0 0 0 0 904 904
うち、公租公課 0 0 0 0 217 514 0 4 735

業務経費 255 525 7,252 1,061 3,836 20,298 3,327 0 36,553
うち、人件費（業務系） 81 294 1,931 416 2,280 2,421 572 0 7,995
うち、物件費 174 230 5,321 644 1,556 17,876 2,755 0 28,558

退職手当等 33 0 93 37 119 215 113 266 877
減価償却費 37 0 818 282 340 1,732 207 147 3,563

財務費用 0 0 5 0 0 0 0 0 5
臨時損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　

325 525 8,169 1,379 4,512 22,758 3,647 2,379 43,694
運営費交付金収益 247 494 4,640 1,017 3,699 4,831 2,898 1,854 19,679
補助金収益 0 0 0 0 23 14,282 350 0 14,655
自己収入 0 0 2,414 0 91 8 19 0 2,532
その他の収入 0 0 0 0 0 1,435 0 0 1,435
引当金見返に係る収益 41 31 297 81 359 470 173 378 1,830
資産見返負債戻入 37 0 818 282 340 1,732 207 147 3,563
臨時利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

　

総利益

令和２年度　収支計画

※各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

区分

費用の部

収益の部

純利益

目的積立金取崩額

（単位：百万円）

萌芽・創
成的研究
開発

量子生命
科学研究
開発

放射線医
学利用研
究開発

放射線影
響・被ばく
医療研究

量子ビー
ム応用研
究開発

核融合研
究開発

研究成
果・外部
連携・公
的研究機
関

法人共通 合計

資金支出 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099
業務活動による支出 288 525 7,346 1,097 4,172 21,026 3,440 2,232 40,127
投資活動による支出 26 67 409 126 516 2,400 1,751 194 5,489
財務活動による支出 11 0 228 15 4 133 1 91 483
次年度への繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入 325 592 7,983 1,238 4,692 23,560 5,192 2,518 46,099
業務活動による収入 325 592 7,983 1,238 4,692 22,928 3,834 2,518 44,109
運営費交付金による収入 325 592 5,569 1,238 4,578 5,980 3,465 2,518 24,264
補助金収入 0 0 0 0 23 15,505 350 0 15,878
自己収入 0 0 2,414 0 91 8 19 0 2,532
その他の収入 0 0 0 0 0 1,435 0 0 1,435

投資活動による収入 0 0 0 0 0 631 1,358 0 1,990
施設整備費による収入 0 0 0 0 0 631 1,358 0 1,990

財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0
前年度からの繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

区分

令和２年度　資金計画
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17. 参考情報 

  (1) 要約した財務諸表の科目の説明 

① 貸借対照表 
科 目 説        明 

現金及び預金 現金、預金 

未成受託研究支出金 受託研究のうち、期末に収益計上されていない未完成原価 

前渡金 購入品代の検収前における前払金 

有形固定資産 土地、建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具備品など

業務活動に長期にわたって使用または利用する有形の固定資産 

無形固定資産 特許権、借地権、ソフトウェア等の無形の固定資産 

運営費交付金債務 国立研究開発法人の業務を実施するために国から交付された運営

費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

預り補助金等 国又は地方公共団体から交付された補助金等のうち、未実施の部

分に該当する債務残高 

前受金 終了時期が翌期以降の年度に属する研究についての前受受託料、

受託研究以外の自己収入にかかる未完了部分の前受収入額 

資産見返負債 運営費交付金等で取得した償却資産の将来発生する減価償却費の

財源 

資産除去債務 有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、

当該有形固定資産の除去に関して、法令又は契約で要求される法

律上の義務及びそれに準ずるもの 

資本金 国からの出資金であり、土地・建物など業務を実施するうえで必

要な財産的基礎 

資本剰余金 建物等の整備のために国から交付された施設費等相当額であり、

業務を実施するうえで必要な財産的基礎 

繰越利益剰余金 量研/QST業務に関連して発生した利益剰余金の累計額 

 
② 行政コスト計算書 

科 目 説        明 

損益計算書上の費用 損益計算書における経常費用、臨時損失、法人税、住民税及び事

業税 

その他行政コスト 政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得した資

産の減少に対応する、独立行政法人の実質的な会計上の財産的基

礎の減少の程度を表すもの 

行政コスト 独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコス

トの性格を有するとともに、独立行政法人の業務運営に関して国

民の負担に帰せられるコストの算定基礎を示す指標としての性格

を有する 

 
③ 損益計算書 

科 目 説        明 

研究業務費 研究業務活動に要する費用 

一般管理費 一般管理部門にかかる費用 

財務費用 支払利息など資金を調達するに当たって発生する費用 

運営費交付金収益 国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識したもの 

臨床医学事業収益 重粒子線を用いたがん治療に関する診療等の収入 

受託収入 国等からの試験研究等の受託に伴う収入 

補助金等収益 国等からの補助金等のうち、当期の収益として認識したもの 
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資産見返負債戻入 運営費交付金等により取得した固定資産の減価償却額について、

資産見返運営費交付金勘定等を取崩した額 

臨時損益 固定資産の除売却損益等 

前中長期目標期間繰

越積立金取崩額 

前中期目標期間に自己収入により購入した固定資産の減価償却費

及び前払費用を取り崩した額 

 
④ 純資産変動計算書 

科 目 説        明 

当期末残高 貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 
⑤ キャッシュ・フロー計算書 

科 目 説        明 

業務活動によるキャ

ッシュ・フロー 

通常の業務活動に係る資金収支を表し、運営費交付金収入、臨床

医学事業収入等の入金、原材料、商品又はサービスの購入・人件

費支出に伴う現金支出等が該当 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 

投資活動に係る資金収支を表し、国からの施設費の入金、固定資

産の取得に伴う現金支出等が該当 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 

財務活動に係る資金収支を表し、リース債務の返済に伴う現金支

出等が該当 

 
 
  (2) その他公表資料等との関係の説明 

        量研/QST では本事業報告書の他に財務諸表や業務実績等報告書等の各種情報をホームペ

ージにて公開していますので、御覧いただければ幸いです。 

     

    〇量研/QSTホームページ（https://www.qst.go.jp/） 

https://www.qst.go.jp/
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